
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の基金取崩し額

（単位：千円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

取崩し割合

81,912

72,428

50,160

32,159

16,481 33,679

0 0 0

154,340

基金取崩し額（先駆的事業対象経費を除く。）

取崩し割合（先駆的事業対象経費を除く。）

50,160

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

消費者行政決算総額（見込み）

基金取崩し額

22.4               ％

22.4               ％

32.5

32.5

％

％

都道府県 市町村 合計

0 3,814 3,814

0 0 0

771

536 1,880

0 11,000 11,000

2,416

事業名

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

50,160合計

15,174６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

16,985

771 0

７.消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 千円

人 千円

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人

人日 人日

事業実施自治体

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

追加的総業務量（総時間）

129

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

人

県

20,591

管内市町村

対象人員数
（報酬引上げ）

事業実施自治体

管内市町村
金沢市、七尾市、小松市、羽咋市、かほく市、能美市、野々市市、津幡町、内灘町、中能登町、奥能登広域圏事
務組合

7

11 14,879

102

県 7

対象人員数計 追加的総費用

管内市町村 11



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

食品表示に関するパンフレットの作成・配付、食品表示に関する研修会開催

216 市町相談員及び職員を対象としたレベルアップ研修を年４回（各１日）開催

18,028

3,739

665

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

665

374 320

3,000

336

908

⑯消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

事業名

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は２６年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

交付金相
当分対象

経費

事業計画

336

374

事業経費
交付金相
当分対象

経費

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

320

適格消費者団体認定を目指す消費者団体への支援

16,481

国民生活センター実施の研修に相談員６名及び相談担当職員２名が各１回拡充して参加するための旅費を支援

講師を招聘した企業向け出前講座の強化、市民講師養成講座の開催、児童会館と連携した小学生向け出前講座
の開催、消費者安全情報広報紙の発行、新聞３紙の啓発広報掲載を年１０回へ拡充、啓発グッズ作成・配布、映
画館における啓発ＣＭの作成・上映、大学生による消費者教育寸劇出前講座開催、消費者教育推進計画策定に
係る実態調査実施

908

事業経費

3,000

8,778

740

771

3,892

8,778

740

16,481

法改正や最新相談事例に対応した執務参考資料の整備、弁護士を月２回２時間活用、消費生活支援員による市
町支援771

消費生活相談等を担う人材養成のための有資格者フォローアップ研修の実施、地域全体の消費者力向上を目的
とした消費生活推進員に対する研修の開催3,892 3,739

18,028

7,770

3,000

事業の実績

事業（実績）の概要

7,770

216

3,000



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

食品表示等に係る県民への啓発強化

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

研修参加・受入要望 研修参加・受入

⑯消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

食品表示ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成費、食品表示研修会開催費

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

執務参考資料購入、謝金、旅費

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

年間研修総日数

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

人実地研修受入希望人数

法人募集型

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は２６年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

実地研修受入人数

年間研修総日数

旅費、研修費

講師謝金、講師旅費

事業強化・機能強化の成果

補助金

相談対応能力の向上

実績

委託料（講師謝金、講師旅費、教材費、会場借料等）、講師謝金、講師旅費 消費生活相談等を担う人材の養成

人

啓発強化による消費者被害の未然防止

相談対応能力の一層の充実強化

相談対応能力の向上

年間研修総日数

人

自治体参加型

参加希望者数

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

啓発講座開催費（講師謝金、講師旅費、教材費、開催チラシ作成費）、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・啓発教材購入費、啓発パネ
ル作成費、情報誌作成費、新聞啓発広報掲載費、啓発グッズ作成、映画館啓発CM作成・上映費、寸劇出前委
講座託料等（講師謝金、旅費、材料購入費）、消費者教育実態調査委託料

事業名

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

参加者数

適格消費者団体の設立促進

対象経費（実績）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

年間研修総日数人日

人日

人

人日

人日



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

1,880

11,000

16,172

754

22,006

16,528

702

1,893

11,231

16,090

702

33,679

1,945

事業の実績事業計画

交付金相
当分対象
経費計

754

実施市町村

5

3,810 7,366

事業経費
交付金相
当分対象
経費計

事業経費

3,809

55

7,367

16,342

5

61

1,980

金沢市,七尾市,小松市,輪島市,珠洲市,加賀市,羽咋市,かほく市,白山市,能美市,野々市市,
川北町,津幡町,内灘町,志賀町,宝達志水町,中能登町,穴水町,能登町,奥能登広域圏

金沢市,七尾市,小松市,羽咋市,かほく市,能美市,野々市市,津幡町,内灘町,志賀
町,中能登町,奥能登広域圏

金沢市,七尾市,小松市,輪島市,珠洲市,加賀市,羽咋市,かほく市,白山市,能美市,
野々市市,川北町,志賀町,宝達志水町,能登町,奥能登広域圏

奥能登広域圏事務組合

金沢市、珠洲市、羽咋市、かほく市、野々市市、宝達志水町、中能登町

48,66333,792

61 5959七尾市、能美市

22,469

羽咋市、かほく市

48,926



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　 千円

千円

備品及び執務参考図書設置等による機能拡充（５市２町）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

千円

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

0

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

50,160

16,481 千円

うち都道府県の基金

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

積増し相当分

うち都道府県

交付金相当分

うち管内の市町村の基金計

うち管内の市町村合計

千円

⑧消費生活相談体制整備事業
基金条例制定後、新たに消費生活相談員（非常勤職員）１名を配置（７市４町１一部事務組合）
消費生活相談に従事する常勤職員の時間外手当

0

出前講座及び講演会の実施、啓発物品・パンフレットの作成及び配付、啓発のための備品の購入、広報誌へ啓発記事の掲載等を行い、消
費者被害を未然防止（１１市８町１一部事務組合）

0

千円

33,679

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業・機能強化の成果の概要

（独）国民生活センターや県等の実施する研修へ相談員及び相談担当職員の参加支援（１１市４町１一部事務組合）

弁護士に相談業務における法律相談を実施（１一部事務組合）

地域活動団体や保育士、生活学校と連携した食の安心安全に関する研修会を開催（１市）、消費生活サークルと協力し、寸劇などの啓発活動



11．消費者行政決算見込み額

11-2．消費者行政決算見込み額

千円

千円

53,235

19,428千円

千円101,105 千円 176,158

129

千円

千円

千円

10,815 千円

千円

38,749

50,160

千円 3,075

19,321 千円

15,364

千円千円

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金相当分取崩対象外経費

101,105

うち都道府県

うち交付金相当分対象の賃料、人件費等

うち交付金相当分取崩対象経費

うち交付金相当分取崩対象経費

うち交付金相当分対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

81,784

134,931

19,321 千円

千円

チェック項目

-

前年度 今年度平成２０年度 対平成２０年度差

0.20

--217 千円

-4,203

千円 -3,745

0

千円

千円

53,107

38,971 33,679

36,279

34,645 千円

100,908 千円

うち交付金相当分対象の賃料、人件費等

千円

千円

346 千円

千円81,784

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち交付金相当分取崩対象外経費

うち交付金相当分取崩対象外経費 65,431

184 千円 3,929

千円

千円75,250

15,018 千円

OK千円

千円 3,929

千円

3,745 -

0.32千円-23,456

-5,292

0

81,912

-832

-

-

0.46

2,470

千円

千円

-4,420 千円

-

-

-

千円

千円 -

対前年度差

-18,164 千円

-21,818 千円

要確認

66,263

1,638 千円

-16,353

千円

千円

-2,822

-18,996 千円

16,481 千円

72,428 千円

128 千円

うち交付金相当分取崩対象経費

10.9

22.4

うち管内市町村

14

0

①都道府県の消費者行政決算見込み額

千円 154,340

千円

千円

0

69,500

うち都道府県

％

％

⑤消費者行政予算総額に占める交付金相当分取崩額割合 ％

38,749 千円

千円

46.5うち管内市町村

73,616

人

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 14

うち交付金相当分取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

人

うち都道府県

102,542

184

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 10 人

うち管内市町村

千円

千円

うち都道府県

千円

173,680

千円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 69500

うち都道府県 10

千円

人

うち交付金相当分取崩対象外経費

千円

千円千円

10,944

千円104,180

千円

うち交付金相当分取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金相当分取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

14．今年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

千円

設置当初の基金残高（交付金相当分） 278,000                    

前年度末の基金残高（交付金相当分） 26,407                      

千円

設置当初の基金残高（積み増し相当分） -                              

千円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分） 10,003                      

千円

79                            

今年度末の予定基金残高（積み増し相当分） -                              千円

今年度の基金取崩し額（積み増し相当分） -                              千円

今年度の基金運用収入予定（積み増し相当分） -                              千円

前年度末の基金残高（積み増し相当分）

千円

相談員総数 6

相談員総数 2

人0

①報酬の向上

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 今年度末実績 相談員総数前年度末 相談員総数 0

前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 6 人

人 今年度末実績 相談員総数 2

人

前年度末

相談員総数 8人 今年度末実績

千円

千円

千円

50,160                      千円

人消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 8

今年度の基金上積額（交付金相当分） 33,677                      

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

-                              

今年度の基金上積額（積み増し相当分） -                              

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上



15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数 0

15 人

人

15

消費生活相談員の配置

人 今年度末実績 相談員総数 0うち委託先職員等の相談員 前年度末

うち非常勤の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数

相談員総数

在籍年数に応じた段階的な増額（野々市市）

県外開催研修参加の旅費等の支援（小松市、加賀市、羽咋市、かほく市、野々市市）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人 今年度末実績 相談員総数 20前年度末 相談員総数

非常勤職員から正職員（専門職）として雇用（白山市）

②研修参加支援

人

今年度末実績 相談員総数 5うち常勤職員の相談員 前年度末

18

人3 人

④その他

③就労環境の向上

①報酬の向上


